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〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
五
九
七
）

〇
寄
附
金
控
除
の
対
象
と
な
る
寄
附
金
又
は

法
人
の
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計

算
上
損
金
の
額
に
算
入
す
る
寄
附
金
を
指

定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
財
務
三
三
六
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
二
三
四
三
、
二
三
四
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
二
三
四
五
、
二
三
四
六
）

〇
肥
料
を
登
録
し
た
件
（
同
二
三
四
七
）

〇
計
量
法
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
ロ
の
指

定
を
し
た
外
国
製
造
事
業
者
を
公
示
す
る

件
（
経
済
産
業
二
八
四
）

〇
自
動
車
検
査
用
機
械
器
具
登
録
校
正
実
施

機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ

た
件
（
国
土
交
通
一
三
六
五
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
一
三
六
六
〜
一
三
六
八
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
一
三
六
九
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則

に
基
づ
く
相
当
指
定
を
し
た
件

（
同
一
三
七
〇
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
五
〇
、
一
五
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
一
〇
五
、
一
〇
六
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
七
五
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

内
閣
府

国
家
公
安
委
員
会

警
察

庁

財
務
省

防
衛
省

最
高
裁
判
所

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す

る
公
示
（
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
二
）

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
石
川
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
〜
六
、
長

崎
同
二
、
宮
崎
同
三
）

国
家
試
験

採
用
候
補
者
名
簿
の
有
効
期
間
の
満
了

（
人
事
院
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他


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